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１．はじめに  

 地震時におけるライフラインの被害予測は，官民の事業継続や市民の防災意識の啓発などの観点から重要な

検討事項となっている．筆者らはこれまで，震度情報に基づく供給系ライフライン（電力・水道・都市ガス）

の機能的被害・復旧に関する二段階評価モデルの提案・改良 1)を行ってきた．そして，東日本大震災の被災事

例に適用し，実測値との比較から評価モデルの有効性を検証した．従来の集計方法（以降，メッシュ集計法）

は，地域メッシュ単位の人口分布・震度分布に基づいて，ライフライン機能停止と復旧所要期間をメッシュご

とに評価し，任意の集計単位（市区町村，都道府県，全国）で集計するものである．本研究では，広域での評

価をより簡便に行うことを主眼として，市区町村で単一の震度を代表値としてモデルに入力し，市区町村単位

での評価（以降，簡易評価法）を可能とするため，評価モデルのパラメータ設定を行った．適用例として，南

海トラフ巨大地震を対象とした推定結果を示す． 

２．ライフライン供給人口およびモデルパラメータの市区町村集計  

(1) ライフライン供給人口の市区町村別集計： 従来のメッシュ集計法 1) において用いたライフライン供給人

口分布は，平成 17 年国勢調査による夜間メッシュ人口を基本としたものである．電力供給人口については普

及率 100%と仮定して夜間メッシュ人口をそのまま用いた．水供給人口については，上水道および簡易水道の

給水区域内の夜間メッシュ人口を用いた．都市ガス供給人口は，都市ガス普及率を人口集中地区 DID 内外に

分解して求め，これを夜間メッシュ人口に掛け合わせて求めた．本研究の簡易評価ではまず，上記のメッシュ

人口を 2011 年 10 月 1 日時点の市区町村区分（全国で 1894 市区町村）に基づいて集計した．さらに，平成 17

年および平成 22 年国勢調査 2)の市区町村別夜間人口の比率を乗じて， 5 年間の経年変化を近似的に反映させ

たライフライン供給人口とした． 

(2) 配水管の脆弱性指数の市区町村別集計： 水道については，全国水道事業者における配水管の脆弱性指数
1) Vpd に応じて，評価モデルに適用する震度を調整する方法をとっている（脆弱なら高い震度，頑健なら低い

震度に調整）．メッシュ集計法においては脆弱性指数のメッシュデータを整備して利用したが，簡易評価法で

はこのメッシュデータと水供給人口のメッシュデータを重ね合わせ，市区町村人口分布による加重平均値をと

って，脆弱性指数の市区町村データを構築し，これを震度増分値 1) ΔI に換算してモデルに適用した． 

(3) 震度の市区町村別集計： 市区町村単位で単一の入力値となる震度情報については，即時的なモデル利用

の場合には，気象庁発表あるいは都道府県震度情報ネットワークにより得られる震度とする方法が考えられる．

一方，想定地震に基づく事前の推定震度分布がメッシュ単位で得られる場合には，各市区町村内のメッシュ人

口での震度の加重平均値 μIをおよび標準偏差Iを求め，I = μI +  I（は係数でパラメトリックに定める）

を震度入力値として用いることとした． 

３．南海トラフ巨大地震を対象とした評価例  

 内閣府の「南海トラフの巨大地震モデル検討会」で検討された基本ケースの推定震度分布を用いて簡易評価

法の適用例を示す．愛知県を例とした市区町村推定結果を図 1(a)～(c)に，都道府県別・地域別・全国を対象

とした断水の推定結果を図 1(d)～(f)に示す．また供給率＝（供給人口-供給支障人口）/ 供給人口の分布を

図 2に示す．図 3は都道府県別の地震直後の供給支障人口について，簡易評価法とメッシュ集計法との比較を

行った結果である．代表震度を用いてもほぼ妥当な結果が得られている．以上より，市区町村単位での震度分

布が得られれば，供給支障人口や供給率を指標とするライフライン被害・復旧の簡易評価が可能となった． 

 キーワード 供給系ライフライン，震度情報，被害・復旧予測モデル，市区町村評価，南海トラフ巨大地震 
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    （a）停電（市区町村別，愛知県）      （b）断水（市区町村別，愛知県）   （c）都市ガス停止（市区町村別，愛知県） 
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       （d）断水（都道府県別）                  （e）断水（地域別）                   （f）断水（全国） 

図 1 供給系ライフラインにおける供給支障人口の解消過程 
 

   
            （a）電力（地震直後）            （b）上水道（地震直後）          （c）都市ガス（地震直後） 

   
             （d）電力（7 日後）                （e）上水道（7 日後）            （f）都市ガス（7 日後） 

図 2 供給系ライフラインにおける供給率の時系列変化（南海トラフ巨大地震：基本ケース） 
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            （a）停電                            （b）断水                         （c）都市ガス停止 

図 3 簡易評価法（縦軸）とメッシュ集計法（横軸）による供給支障人口の比較（都道府県単位） 
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